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■2020/３期 ３Q累計 業績総括

（スライド資料の通り）
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■連結ＰＬ実績

当第３四半期連結累計期間（2019年４月１日～2019年12月31日）は、暖冬等に伴う売上苦戦、特別損失の発生

等により、増収減益となった。

連結売上高は、前年同期比101.1％となった。㈱UA等で小売既存店売上が前年を下回るも、ネット通販等が伸長

し増収となった。

売上総利益率は前年同期差マイナス0.１ptの52.6％となった。暖冬に伴い秋冬商品の値引き販売が増加したこと

等が主な要因。

販管費率は前年同期差プラス0.5ptの45.2％。固定費の低減・削減等があるも、実店舗売上の減に伴う相対的な

人件費率の上昇や、ECに関わる宣伝費の増などにより販管費率が上昇した。

特別損失として、今後活用の見込めないソフトウェアや一部の営業店舗等の減損損失を計上した。 これらの結

果、当期純利益は前年同期比81.1％となった。



6

■単体売上高実績 チャネル別

単体売上高は前年同期比100.6％の985億円となった。

既存店売上高前期比は101.0％となった。

ビジネスユニット売上は、小売が前年同期を下回るもネット通販が２ケタ伸長し前年を超えた。

チャネル別構成比は、ネット通販売上構成比が20.9％と前年同期から1.9ポイント伸長した。

既存店客数は、小売が前年同期を下回るもネット通販が伸長。トータルでは99.0％と微減。
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■単体 売上高実績 事業別

両事業本部とも増収し、小売＋ネット通販既存店売上高が前年同期を超えた。

第一事業本部は、ウィメンズ全般が前年同期を超えた。

第二事業本部は、メンズ、ウィメンズのカジュアルが前年同期を超えた。
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■連結 売上総利益率 実績

連結売上総利益率は、前年同期差マイナス0.1ポイントの52.6％となった。

前年同期との主な差異内容（連結売上総利益率に与えた影響）は次の通り。

㈱UA ビジネスユニットによる影響はマイナス0.4ポイント。ビジネスユニット自体の売上総利益率は前年同期差マ

イナス0.5ポイントであった。暖冬に伴う秋冬商品の値引増等による。

㈱UA アウトレット等による影響はプラス0.2ポイント。アウトレット等自体の売上総利益率の前年同期差はプラス1.4

ポイント。レギュラー事業商品の売上総利益率改善等があったほか、アウトレット専用品の売上構成比も上昇し

た。

㈱UA その他原価による影響はプラスマイナスゼロ。前年同期から大きな変動はなし。

その他、子会社動向等に伴う影響はプラス0.1ポイント。一部子会社で為替の影響等により売上総利益率が改善

した。
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■連結販管比率実績

３Ｑ累計の販管費は前年同期比102.3％、販管費率は前年同期からプラス0.5ポイントの45.2％となった。

売上比における前年同期からの主な増減内容は次の通り。

宣伝販促費はECモールのクーポンコスト増、自社ECサイトの再開キャンペーンによる増等があった。

人件費は、小売売上の減収等に伴い、相対的に売上比が上昇した。

その他は、備品消耗品、研究調査費、その他固定費の減があった。
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■連結BS実績

連結総資産は前年同期末比108.7％、前期末比122.3％の865億円となった。

前年同期末との主な差異要因は以下の通り。

流動資産は、前年同期末比113.1％の612億円となった。これは主に現預金、たな卸資産、未収入金の増による

ものである。

固定資産は、同99.3％の252億円となった。これは主に有形固定資産、無形固定資産の増、減価償却による減

によるものである。

流動負債は、同105.2％の381億円となった。これは主に、短期借入金の増、一年内返済予定の長期借入金の

減によるものである。

純資産は、同112.2％の440億円となった。これは主に利益剰余金、非支配株主持分の増によるものである。

期末の長短借入金の残高は、前年同期末比114.4％の127億円となった。

たな卸資産は、同107.8％の319億円となった。これは主に今期の秋冬商品の増加によるものであり、今期の売

上の伸びを上回っている。第４四半期においても、消化を促進していく。
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■ 連結ＣＦ実績

３Ｑ末の現金及び現金同等物は、104億円となった。

営業キャッシュ・フローは、16億円のキャッシュインとなった。キャッシュインの主な内訳は税前四半期純利益78億

円、仕入債務の増44億円であり、キャッシュアウトの主な内訳は、たな卸資産の増69億円、売上債権の増32億円で

ある。

投資活動によるキャッシュ・フローは、34億円のキャッシュアウトとなった。キャッシュアウトの主な内訳は有形固定

資産の取得17億円、無形固定資産の取得10億円である。

財務活動によるキャッシュ・フローは、63億円のキャッシュインとなった。キャッシュインの主な内訳は短期借入金

の増106億円であり、キャッシュアウトの主な内訳は、長期借入金の返済15億円、配当金の支払27億円である。
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■グループ合計出退店実績、通期見込み

３Q累計実績：グループ合計での出店数：19、退店数：13、３Q末店舗数：364。

通期見込み：グループ合計での出店数27、退店数：25、期末店舗数：360。

期末店舗数は前回の見込みから５店舗減少している。各社出退店の計画の見直しを随時実施しており、今回は

退店が若干増加している。
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■参考：㈱UA ストアブランド別出退店実績

（説明は省略）
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■参考：グループ会社別出退店実績、個別明細

（説明は省略）
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■参考：グループ会社別出退店実績、個別明細

（説明は省略）
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■グループ会社の進捗

（スライド資料の通り）
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■通期業績予想修正について

第３四半期（10～12月）の売上苦戦等により、2020年２月６日付けで通期の業績予想を修正。

売上高は当初計画比98.2％の1,612億円、経常利益は〃90.8％の109億円を見込む。

売上総利益率は51.4％程度、販管費率は44.6％程度を見込む。

３Ｑに自社EC関連ソフトウェアの減損損失５億円を計上した。また、４Ｑに店舗減損が増加する可能性を加味して

当期純利益を試算している。

上記に伴い、当期純利益は当初計画比79.1％の53億円を見込む。

売上へのマイナス要素が重なった10月に最も苦戦。その後は徐々に改善傾向にある。
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■ご参考：10月～１月の売上高、売上総利益計画差（UA単体）

売上へのマイナス要素が重なった10月に最も苦戦。その後は徐々に改善傾向にある。

月別に簡潔に動向を説明する。

10月：（売上計画差▲16億円）暖冬・大型台風・増税反動減・自社EC停止等が重なり大きく苦戦

11月：（〃▲６億円）暖冬・自社EC停止は継続も、増税反動減が落ち着く

12月：（〃▲５億円）自社EC再稼働に伴い、EC・実店舗とも徐々に改善。在庫量から消化促進開始

１月 ：（〃▲１億円）本格的なセール月に入り、引続き消化を促進した。後半は梅春物、春物商品も一部動き始め

ている
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■ 第３四半期の売上苦戦要因とその対策について

第２四半期までは好調だったものの、第３四半期になって売上動向が鈍くなった。この要因は大きく３つあるととら

えており、その対策を打っている。

１つ目は、消費増税後の慎重な購買行動。10月の消費増税以降、お客様の消費行動はますます慎重になり、今

必要なものを十分に見極めてから買う傾向が強まっている。現在の商品群の中で、一部価格と価値のバランスが

崩れたものも見られるため、2020年春夏商品からは従来以上に慎重な価格設定を行う方針。

２つ目は高気温による冬物衣料の苦戦。暖冬の影響でアウター、ニット、冬小物などの動きが鈍くなった。今後は

暖冬を異常気象と捉えるのではなく、この気温推移が標準的な冬であるという考え方に改める。春と秋が短く、冬も

気温が下がりにくいことを前提に、どういう商品構成を行っていくかの検討を進めており、来期から徐々にその効果

が出てくる。

３つ目は、自社ECサイトの停止による実店舗へのマイナス影響。自社ECサイトの自社運営化に向けた

開発を進めていたものの、開発遅延によって約２か月半自社ECサイトを停止してしまった。ネット通販売上について

は、他サイトへの誘導や積極的な販促施策を行うことである程度カバーできたが、想像以上に実店舗の売上に影

響が出た。今のお客様は事前にネットで商品をご覧になり、ある程度欲しい商品を見極めてから

ご来店される傾向がある。自社ECサイトというご来店いただく最初のきっかけを失ったことで訴求力が低下し、実店

舗のマイナスにつながった。サイト運営再開以降、小売既存店売上高の前年比は良化傾向にある。今後も実店舗

とネットを連動させた施策を進めることで、実店舗動向を回復させる。

10月を底に全社の販売動向は徐々に改善している。上記の取り組みを通じ、春物シーズンからはさらに良化させ

ていく考え。
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■自社ECサイトの開発状況、特別損失の計上について

開発中のソフトウェア約12億円について、現在内容の精査を進めている。そのうち、今後の利用が見込めなくなっ

た約５億円分の減損処理を第３四半期に行った。引き続き精査を行っており、今後も追加で特別損失が発生する可

能性がある。可能な限り今期中に見極める予定で、業績に大きな影響を与える水準となった場合は速やかに開示

する。

今回の開発遅延の要因と責任の所在を明確にするとともに、再発防止に向け、現在内部監査室を中心に社内調

査を行っており、取締役会でほぼ毎月、中間報告を受けている。今期末までに、調査結果報告と再発防止策を取

締役会に諮り、その結果に基づき、代表取締役社長と関係役員に対する処置を決定する予定である。

自社ECの自社運営化とオムニチャネルサービスの実施に向けた取り組みは継続している。最終的にどのタイミン

グで自社運営に切り替えられるか、その場合の追加コストの見込みなどについてはまだ固まっていないためお話し

はできないが、必ず実現させる方針。
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■ 2020/３期 全社推進項目の推進について

世界的なレベルで企業に対して持続可能な開発目標の達成に向けた施策が求められる中、当社でも具体的な取

り組みや積極的な情報開示に向けた準備を進めるべく、今期初にサステナビリティ推進プロジェクトを発足した。現

在、持続可能な社会の実現に向けた重点テーマの設定まで進めており、本日はこれまでの経緯についてご説明す

る。

社内での社会課題への認識を共通にするため、グローバルで掲げられている持続可能な開発目標やファッション

業界独自の指針や目標、他社事例などをもとに、当社が取り組むべきサステナビリティ重要課題28項目を抽出した

。28項目の優先順位を決めるため、役職者を中心に「ステークホルダー視点」と「当社の事業活動視点」から重要

度が高いものを選択するアンケートを実施。社内アンケートの結果に外部有識者や社外取締役などの意見を織り

込み、優先順位に客観性を持たせた。

この結果を踏まえて取締役間で討議を重ね、当社が取り組むべき重点テーマを「サプライチェーン・資源・コミュニ

ティ・人材・ガバナンス」の５つに設定した。

テーマ設定までのプロセスに加え、社内セミナーの実施や社内報でのプロジェクト進捗報告などの啓発活動を通

し、サステナビリティについて社内理解の深まりを感じている。一部の事業では商品調達方針の１つにサステナビリ

ティ関連の項目が設けられるなど、意識の変化が見え始めている。

各重点テーマごとの活動項目の設定、具体的な企画内容、目標等の詳細は、次期中期経営計画の中で発表す

る。
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